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試みる。以下、本稿では、大きく 2 部に分けて考察を行う。まず前半では、1980 年代末以降のア
フリカでの武力紛争の多発状況（第 1 節）と、アフリカ域外の主体による軍事行動の試行錯誤の
コートジボワール紛争にみる「保護する責任」の課題 





















   表 1 1980年代末以降に武力紛争を経験した主要なサハラ以南アフリカの国々* 
西アフリカ リベリア (1989-95, 2000-03)  シエラレオネ (1991-2002) 
  ギニアビサウ (1998-2000) 
  コートジボワール (2002-2011)  マリ (2012-) 
中部アフリカ チャド (1990, 2005-10)  コンゴ共和国 (1993-94, 1997-99) 
  中央アフリカ (1996-98, 2002-03, 2006-08, 2012-13) 
北東・東アフリカ ソマリア (1989-)  エチオピア(1988-1991) 
  エチオピア－エリトリア(1998-2000) 
  スーダン（南部）(1983-2005) （ダルフール） (2003-) 
  ケニア (2007-08) 
大湖地域 ルワンダ (1990-94)  ブルンジ (1993-2003) 
  ウガンダ、コンゴ民主共和国など（対 LRA）(1994-) 
  コンゴ民主共和国 (1996-97, 1998-2002) 
南部アフリカ アンゴラ (1975-2001)  モザンビーク (1975-1992) 
  （出所）武内［2008, 2009］、EIU Country Report（各国編）等に基づき筆者作成。 
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また、この表に掲載した事例では、アンゴラとモザンビークでの紛争が 1970 年代に、スーダン
南部での紛争が 1983 年に、それぞれ勃発し、1980 年代末以降まで継続したものである。これら 3
例以外は、すべて 1980 年代末以降に勃発したものだが、勃発はとりわけ 1980 年代末から 1990 年
代に集中していることが確認できる。2000 年代になって新たに勃発した紛争は、コートジボワー
ル、スーダンのダルフール地域、ケニア、マリでの 4 例にとどまっている。以上の観察からは、




ルワンダ内戦の過程で 1994 年に発生した大虐殺では、わずか 2 カ月の間に 100 万人を超える人々
が殺害され、それに匹敵する数の人々が難民としての生活を余儀なくされた。コンゴ民主共和国








































1991 年にシアド・バーレ（Mahamed Siyaad Barre）政権が打倒されたのちも武装勢力間の対立が
続き、中央政府が樹立されない状態が続いた。和平調停が行われるのと並行して、1992 年には国
連 PKO である第 1 次国連ソマリア活動（United Nations Operation in Somalia I: UNOSOM I）、次い
でさらに人員を拡大したアメリカ主導の多国籍軍である統一タスクフォース（United Task Force: 
UNITAF）が派遣され、人道援助の支援にあたった。 
しかしその後、対症療法的に人道援助を続けるのではなく、紛争当事者に武力で働きかけるこ
とで積極的に平和を作りだす（平和強制）ねらいのもとに、1993 年に第 2 次国連ソマリア活動
（United Nations Operation in Somalia II: UNOSOM II）が派遣された。UNOSOM II は、首都モガデ
ィシュに勢力を誇っていたアイディード（Mohamed Farrah Aidid）将軍率いる勢力の封じ込めを目
的としていたが、強硬な軍事的抵抗に遭い、5 カ月後には平和強制の任務を断念した。次いでア







民を中心に組織されたルワンダ愛国戦線（Rwandan Patriotic Front: RPF）が 1990 年に蜂起し、ルワ
ンダ政府との内戦が始まった。1993 年に和平合意が締結され、これに基づいて国連ルワンダ支援
団（United Nations Assistance Mission for Rwanda: UNAMIR）が派遣された。UNAMIR は、UNOSOM 
II で試みられたような武力を用いた強制行動をとる権限は与えられていない、停戦監視を任務と
する国連 PKO であった。 
しかし、当時のルワンダでは、和平合意を不満とする政権側が扇動放送をするなどして緊張が
激化する傾向にあった。UNAMIR の司令官が国連本部側に対して、今後の事態の悪化に関して繰
                                                        
1 An Agenda for Peace: Preventing Diplomacy, Peacemaking and Peacekeeping, Report of the Secretary-General pursuant to 
the statement adopted by the Summit Meeting of the Security Council on 31 January 1992, A/47/277-S/24111 (17 June 
1992). 
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りかえし懸念を表明していたにもかかわらず、ソマリアでの強制行動の試みが失敗した直後とい




























のがある。AUの機能強化に関しては、アフリカ統一機構（Organization of African Unity: OAU）時
代にはなかった、2 つの新しい原則が発足時の基本文書に盛り込まれたことが重要である
（Williams 2007; Murithi 2007）。第 1 は、「非憲法的政権交代」の非難である。AU発足にあたり、
「自由で公正な通常の選挙での勝利勢力に権力を委ねることを現職の政府が拒否すること」を、
クーデタと同様の「非憲法的政権交代」とすることが定義され、これに該当する政権に対する制
裁手続きも定められた 3。第 2 は、「戦争犯罪、ジェノサイド、人道に対する犯罪などの重大な状
                                                        
2 1997 年に中央アフリカ共和国に派遣されたバンギ協定監視アフリカ・ミッション（Mission interafricaine de la 
surveillance des Accords de Bangui: MISAB）がこの例である。 
3 AU 制定法成立にあわせて 2000 年 7 月に OAU が採択した宣言 AHG/Decl.5 において定められている。 
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もっぱら国連 PKO の形で 1990 年代後半から再び急増し、要員も増加したことに端的に表れてい
る（武内 2008; 清水 2011）。 
国連 PKO の大規模化は、停戦監視に任務を限定した小規模な部隊という伝統的なあり方とは一




















かという問題意識が国際的な場で浮上してきた。1999 年 9 月の国連総会での演説で、コフィ･ア
ナン（Kofi A. Annan）事務総長（当時）が文民の保護に言及したことを嚆矢として国連の場での
                                                        




5 AU の安全保障面での取り組みに関しては、川端［2010］、井上［2011］を参照。 
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公式の議論が始まり、その直後には、文民の保護を任務のひとつに明記した初めての国連 PKO と
して、国連シエラレオネ活動（United Nations Mission in Sierra Leone: UNAMSIL）が活動を開始し
た。 
「保護する責任」という表現そのものは、武力紛争下での文民の保護をめぐる課題を検討する
ためにカナダ政府が設立した「介入と国家主権に関する国際委員会」（International Commission on 






























                                                        
6 この文での引用は同サミット成果文書の第 138 段落ならびに第 139 段落の文言である。訳文は清水［2011: 108］
に基づく。 
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た執拗な弾圧を続けた。1999 年 12 月に、待遇への不満を訴えた兵士反乱の収拾に失敗してベデ
ィエ政権が崩壊すると、ゲイ（Robert Guéi）元参謀総長を首班とする軍事政権が樹立された。翌
2000 年 10 月に実施された大統領選挙の際には、ゲイ首班による不正操作への抗議行動をきっか
けに、数百人の死者を出す大規模な騒乱が発生した。その後、この選挙で当選したバボ（Laurent 






国経済共同体（Economic Community of West African States: ECOWAS）が軍事ミッションを派遣し、
翌 2004 年 4 月にはこれを母体としてUNOCIが発足した 7。これらの国際的な部隊の監視下で、大
規模な武力衝突の再発はおおむね抑止されたものの、最初の数年間の和平プロセスは大きく停滞
した。その主たる原因は、マルクーシ合意が定めた大統領権限の縮小に反発したバボ大統領が、
非協力的な姿勢をとったことにある。転機となったのは、2007 年 3 月の新しい和平合意（ワガド
ゥグ合意）で、これにより実権を回復した大統領は、和平プロセスに前向きな姿勢を示すように
なった。以後、国土分断の解消、行政要員の再配置、武装解除・動員解除・（社会への）再統合（DDR）、
選挙プロセスという重要な和平プログラムが進展し、2010 年 10 月にようやく大統領選挙の実施
にこぎ着けた。 
和平プロセスの集大成としての重要な位置づけを帯びたこの大統領選挙では、まず 2010 年 10
                                                        
7 ECOWAS の軍事ミッションとフランス軍に対しては、2003 年 2 月 4 日の安保理決議 1464（S/RES/1464）により、
国連憲章第 7 章下での活動が認められた。UNOCI の創設は、2004 年 2 月 27 日の安保理決議 1528（S/RES/1528）
によって決定され、同じく国連憲章第 7 章下での活動権限が与えられた。 
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月に第 1 回投票が実施され、過半数を獲得した候補者がいなかったため、同年 11 月に、上位を占
めた 2 名――現職のバボと挑戦者のワタラ元首相――の間で決選投票が行われた。独立選挙管理委






行き詰まった 2011 年 3 月半ばに、ワタラは大統領令を発出して新たな正規軍である「コートジボ
ワール共和国軍」（Forces républicaines de Côte d’Ivoire: FRCI。以下、「ワタラ軍」とする）を創設
し、3 月 29 日にバボ打倒を目指した軍事行動を開始した 10。 





用するのをやめさせるためであった。この決議に則りUNOCIは、2011 年 4 月 4 日と 11 日の 2 度
にわたり、フランス軍の支援のもとにバボの軍事拠点に空爆を行い、戦車やロケットランチャー
などの重火器を破壊した。11 日の空爆の直後にバボはワタラ軍によって逮捕された。これにより






                                                        








10 FRCI は旧反乱軍を主体に構成された。 
11 S/RES/1975, para.6. 
12 その後、ワタラは 2011 年 5 月 6 日に改めて就任宣誓を行い、5 月 21 日には国連事務総長らも臨席して、首都ヤ
ムスクロで大規模な就任式典が挙行された。ワタラ軍によるバボ派残党の掃討作戦も 5 月中に完了した。6 月 1
日の組閣によってワタラ政権は本格的に始動し、現在に至っている。なお、2011 年 11 月 23 日に国際刑事裁判




13 たとえば、2011 年 4 月 7 日にはバボ側の傭兵がアビジャンの日本大使公邸を襲撃した。同公邸はバボが潜伏し
コートジボワール紛争にみる「保護する責任」の課題 





































                                                                                                                                                                             
た大統領公邸に近く、バボ側の狙いは防御拠点の構築にあったと考えられる。在留する外交官を危険に晒して
でも抵抗を続けるバボ側の強硬姿勢を端的に示す事件である。 
14 S/RES/1975, para.12, Annex I. 
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15 AU の平和安全保障理事会（PSC）は 2010 年 12 月 4 日の会合で、選管の開票結果を受け入れないバボ大統領の
行為が「非憲法的政権交代」に該当するとの認識をいち早く示し、AU 加盟国としての資格停止措置と非難声明
を行った（PSC/PR/BR (CCLI), 4 December 2010 (African Union Peace and Security Council, 251ST Meeting, Press 
Statement)）。 
16 ECOWAS, N° 193/2010, 24 décembre 2010, para.6, 10. 実際に ECOWAS はこの最終声明にしたがい、2010 年 12 月
28 日と 2011 年 1 月 18 日に、加盟国の参謀総長会議を開催して軍事行動の計画と兵站・展開の準備について議
論しており、そこでブルキナファソ、セネガル、ナイジェリアなどが兵員拠出の意思を表明している（ISS 2011: 
10）。 
17 ECOWAS, No 043/2011, 25 March 2011, Resolution A/RES.1/03/11. 
18 Security Council, SC/10223, 13 April 2011. 
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19 Security Council, SC/10215, 30 March 2011. 
20 Security Council, SC/10223, 13 April 2011. 
















以上本稿では、2011 年 4 月に UNOCI がコートジボワールで実施した軍事行動を取り上げ、文
民の保護ないし「保護する責任」をめぐるこれまでの議論で浮上した論点に照らして、検証を行





































――」日本国際連合学会編『（「国連研究」第 12 号）安全保障をめぐる地域と国連』pp.17-40。 
川端正久［2010］「アフリカにおける紛争解決と安全保障」川端正久・武内進一・落合雄彦編『紛争解決――アフ
リカの経験と展望――』ミネルヴァ書房 pp.3-35。 
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